徹底検証・審理を求める要請書
「平成１９年（ネ）第２４７５号
配転無効確認等請求事件について」
配転無効確認等請求控訴事件（ＮＴＴリストラ裁判）は、第４回控訴審で、「退職・再雇用」をやむなく選択した社員の証人調べが行われます。
被告会社は、「『退職・再雇用』は５１歳以上の９７％の社員が選択したのだから魅力的な制度だった。」「だれでも５０歳になるのだから年齢差別ではない」などといっています。しかし、実際は多くの労働者が「異職種・広域配転」などの脅しのもとで、やむなく退職・再雇用を選択させられ、賃金を３割カットされた労働者は、退職一時金を取り崩しながらの生活をしています。
証人調べで、やむなく退職・再雇用を選択せざるをえなかった労働者の実態をしっかりと受けとめてください。

　５０歳を超えた労働者に、定年まで「片道２時間以上の長距離通勤や単身赴任」をさせるなどということは、リストラを強行するための見せしめであり、人権侵害です。

　「５０歳退職・３０％賃下げ再雇用」を強要し、従わなければ「異職種・広域配転」というＮＴＴリストラのやり方が認められれば、日本中の企業に波及することになるでしょう。

　労働者が、長年培った技術を活かし、健康で安心して働き続けられ、家族とともに暮らせるあたりまえの労働と生活を取り戻せるよう、ぜひ、一審判決を改めて検証し、公正にご判断くださることを心よりお願い致します。

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日


宮崎公男　裁判長　殿
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